
　はじめに

　道路貨物運送業であるトラック運送業は、わが国

の運輸業において最初に本格的な規制緩和がなされ

た分野である。１９９０年に施行された物流２法（「貨

物自動車運送事業法」ならびに「貨物運送取扱事業

法」）は、その後展開される運輸業における規制緩

和の嚆矢となった。トラック運送業は、本格的な規

制緩和の実施以来すでに１０年以上の経過をたどって

おり、この過程で大きな変化が生じている。

　本論は、わが国で最初に規制緩和が実施されたト

ラック運送業を対象として、その規制緩和によって

トラック運送業にどのような変化がもたらされたか

を明らかする。規制緩和の影響は多面的であり、市

場における競争の激化による問題点が顕在化すると

ともに、切磋琢磨する競争から生まれる新たな物流

サービスが出現している。本論はこうした双方の側

面を具体的に分析する。

　１．市場参入の状態

　１－１　トラック運送業における事業区分

　道路貨物運送業であるトラック運送業は、物流２

法の「貨物自動車運送事業法」によって規制されて

いる。同法に基づく事業区分において重要となるの

は、一般貨物自動車運送事業と特別積み合わせ貨物

運送である＊１。
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　道路貨物運送業の規制緩和は、１９９０年の物流２法の施行で始まった。規制緩和の影響は、

一般貨物自動車運送業と特別積み合わせで異なっている。前者で新規参入が相次ぎ、後者

では逆に市場からの撤退が生じた。運賃競争が激しくなり、トラック運送業者の経営は悪

化し、倒産する事業者も増えている。過積載や過労運転といった違法行為が行われており、

大型トラックによる交通事故の増加も懸念されている。他方で、規制緩和による競争激化

に対応して、物流サービスの差違化をはかるサードパーティ・ロジスティクス（３ＰＬ）の出

現が注目されている。
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　まず一般貨物自動車運送業とは、不特定多数の荷

主の求めに応じて、輸送手段にトラックを使用して

その貨物を有償で運び、運賃を収受する事業のこと

である。この事業は物流２法以前では「区域」と呼

ばれ、基本的に一荷主の貨物をトラックに積載して、

発地から着地に単純に輸送するものである。一般の

トラック運送事業とは、この一般貨物自動車運送事

業に属している。

　これに対して、一般貨物自動車運送事業の中に特

別積み合わせ運送が規定されている。これは、複数

の荷主の貨物をトラックに混載して輸送するもので、

方面別の仕分けのためにトラックターミナルを設置

していることが大きな特徴となる。集荷、発のター

ミナルでの仕分け、幹線輸送、着のターミナルでの

仕分け、配送と複数の機能を有機的に結合する。そ

して、混載貨物を定められた時間と路線に従ってト

ラックで輸送する。これは物流２法以前に「路線」

と呼ばれていた。一般によく知られている宅配便は、

この特別積み合わせ運送に分類される。

　１９９０年施行された「貨物自動車運送事業法」では、

免許制から許可制に変更され需給調整規制が原則的

に廃止された。これによって規制による参入障壁が

従来に比べて大幅に低くなったが、その後も運輸省

（現国土交通省）は、さらに規制による参入障壁を低

くするために、営業許可の条件などの緩和を段階的

に進めた。こうした参入規制の緩和が実施されたが、

その影響は一般貨物自動車運送事業と特別積み合わ

せでは大きく異なっている。

　１－２　一般貨物自動車運送事業者の増加

　一般貨物自動車運送事業者は、基本的に一荷主の

貨物をトラックに積載して発地から着地に単純な輸

送を行うもので、もともとこうした単純な輸送の形

態は、後で述べるように一定のネットワークを必要

とする特別積み合わせとは異なり、事業者の市場へ

の参入が比較的容易である。

「貨物自動車運送事業法」のもとでは、事業者に営

業許可を与える条件の一つとして最低車両台数を設

定している。需給調整が原則的に廃止された後の参

入規制として、この最低車両台数の規模が重要な意

味を持っていた。新規参入を希望する事業者は、運

輸省があらかじめ定めた最低車両台数を保有しなけ

れば、営業許可を取得できなかった。

　物流２法の施行後に運輸省はトラック運送業に対

する段階的な規制緩和を実施したが、その際に重要

なのは、この最低車両台数を削減することであった。

そして、最終的に最低車両台数は全国一律５台とな

った。これによって、一般貨物自動車運送業への新

規参入が一段と促進されたのである。

　このような形で参入に関する規制の緩和が実施さ

れた結果、一般貨物自動車運送事業者数は１９９０年代

に大幅に増加した。Table 1に示すように、１９９０年

に一般貨物自動車運送事業者は３６，４８５であったが、

２０００年３月末には５０，４０１まで増加している。この１０年

余りの間に、１４，０００ほどの事業者の増加となった。

さらに、年間の増加数をみると、特に１９９０年代後半

に事業者の増加が著しいことがわかる。１９９０年代後

半に新規参入がさらに一段と盛んになった。

　先に述べたように、もともと一般貨物自動車運送

業者は参入が容易な業種であり、規制緩和によって

参入障壁が低くなるとともに、事業者数は大幅に増

加した。おりしも１９９０年代にわが国経済は、バブル

経済が崩壊して「失われた９０年代」と呼ばれる深刻

な不況を経験した。当然ながら、深刻な不況は貨物

輸送需要の減退をもたらしたが、こうした中でも、

一般貨物自動車運送事業に新規参入が相次ぎ、事業

者数が一貫して増加を続けたのである。

　こうした旺盛な市場参入は、特定の荷主企業の貨

物を専属的に輸送する特定貨物自動車運送業からの

ものや、みずからの貨物を運んでいた自家用トラッ

ク輸送から転換したものなどが含まれていた。特に

後者の自家用輸送からの転換は、他人の貨物を自家

用トラックを使用して有償では運ぶ「白トラ」が多

く含まれていた。

　わが国では、以前から貨物自動車運送事業の営業

許可を取得せずに自家用トラック（白ナンバー）で営
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Table 1　貨物自動車運送業者数の推移

特別積み合わせ一般貨物自動車運送
増減事業者数増減事業者数年
▲２８２９７５９７３６，４８５１９９０
▲５２９２９０２３７，３８７１９９１
▲２２９０１，１８２３８，５６９１９９２
▲３２８７１，０５８３９，６２７１９９３
▲１２８６１，４２０４１，０４７１９９４
▲１２８５１，４５４４２，５０１１９９５
▲６２７９１，７９８４４，２９９１９９６
０２７９１，６６０４５，９５９１９９７
▲３２７６１，４７８４７，４３７１９９８
▲１２７５１，７１１４９，１４８１９９９
▲３２７２１，２５３５０，４０１２０００

注）３月末現在の数値。
資料）『陸運統計要覧』。

　＊１　この他に特定貨物自動車運送業、軽貨物自動車運送事業
があるが、重要なのは先の二つの事業である。



業行為を行う「白トラ」が横行していた。もちろん

これは違法行為であるが、行政の監視が不十分であ

るために、地域の底辺部分にこうした業者が広く分

布していた。この「白トラ」が、最低車両台数の許

可条件が緩和され営業許可が取得しやすくなったた

めに、法律的に合法な市場参入を果たしたのである。

旺盛な市場参入には、こうした陰のトラック運送業

者が表に現れた部分も含まれている。

　１－３　特別積み合わせ運送業者

　これに対して特別積み合わせは、１９９０年代に一般

貨物自動車運送事業と対照的な過程をたどる。規制

緩和によって参入障壁が低くなったが、特別積み合

わせの事業者は増加するどころか、逆に減少の一途

をたどった。先のTable 1に示されているように、

特別積み合わせ事業者数は、１９９０年に２９７であった

が、２０００年には２７２に減少している。この間に２５の

事業者が市場から撤退した。

　こうした規制緩和後の特異な減少は、次のような

特別積み合わせの特有な事情が働いていた。まず特

別積み合わせ事業は、宅配便に代表されるようにネ

ットワークの優位性が発揮される。トラックターミ

ナルを基点として全国を網羅する大規模なネットワ

ークの構築が必要不可欠となる。これは単に輸送の

ネットワークだけでなく、貨物追跡システムなど情

報のネットワークも重層的に必要となる。こうした

大規模なネットワークを最初から構築することは非

常に困難で、このために規制緩和が実施されても新

規参入は容易に生じない。

　さらに、特別積み合わせの分野では、ネットワー

クの大きさが大きな意味を占めている。このために

規模の経済性や範囲の経済性が大きく作用している

と考えられる。上位にいる全国的規模でネットワー

クを構築している事業者は、相対的に有利に競争を

展開できるが、逆に、下位にいる限られたネットワ

ークしか持たない地域の事業者は不利な状況に置か

れている。これらの事業者は、不況が深刻化して貨

物需要が減少すると採算性が悪化して、この分野か

らの撤退や倒産が生じる。こうして、特別積み合わ

せ事業では、下位の事業者を中心としてこの市場か

らの退出を余儀なくされ、事業者数が徐々に減少し

ているのである＊２。

　２．市場における競争の実態

　２－１　運賃競争

　トラックの運賃は、１９９０年に施行された物流２法

で、それまでの認可運賃から届け出運賃に変更され

た。従来の業界横並び運賃から、事業者が創意工夫

をできる自由な運賃制度へと変化した。しかし、ト

ラック運送業界の運賃は、規制緩和以前から認可運

賃とは別に、「実勢運賃」が存在していた。政府が

認可した運賃とは別に、実際の運賃は需給関係によ

る市場価格の変化が反映されていた。届け出制への

移行によって、運賃の設定がより弾力的になり、需

給関係がより直接的に反映されるようになっていっ

た。

　ところで、１９９０年代の深刻な不況によって、荷主

企業は物流コストの削減を強く求めるようになった。

荷主企業は、不況で売上げが低迷する中で、利益を

確保するために、コスト削減の余地が残されている

物流部門に注目した。荷主企業にとって手っ取り早

い物流コストの削減は、支払物流費の大部分を占め

るトラック運賃の切り下げであった。このため、荷

主企業はトラック運送業者に運賃の削減を強く求め

たのである。新規参入が相次ぎ相対的に供給過剰な

状態の中で、トラック運送業者はこの荷主企業の要

求を受け入れざるをえない状況に置かれたのである。

　このような状況の中で、トラック運賃は低下を余

儀なくされた。Table 2は、日本銀行の「企業向けサ

ービス価格指数」のうち、道路貨物運送の価格指数

が示されている。これは公的機関が公表する唯一の

トラックの運賃統計である。これによると、トラッ

クの運賃を表している道路貨物運送の価格指数は、

１９９５年以降継続的に減少傾向を示している。しかも

運輸全般の価格指数よりも道路貨物運送の価格指数

のほうが減少しており、トラックの運賃が他の運輸
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道路貨物運送運輸年

９８．７１０１．１１９９６

９９．３１０２．７１９９７

９９．２１０２．８１９９８

９８．８１００．７１９９９

９８．８１０１．３２０００

９８．０１０１．９２００１

９７．１１０１．０２００２

資料）日銀調査統計局『物価指数月報』。

Table 2　運輸全般における企業向けサービスの価格指数

４６

　　　　　　　価格指数の推移（１９９５年＝１００）

　＊２　規制緩和後の特別積み合わせ事業者の減少は、わが国だ
けでなくアメリカにおいても生じている。アメリカでは
日本の特別積み合わせに相当するＬＴＬ（ｌｅｓｓ‐ｔｈａｎ‐ｔｒｕｃｋ 
ｌｏａｄ）事業者が１９８０年に始まる規制緩和後に一貫して減
少した。参考文献８）参照。



業の運賃よりも低下していることがわかる。

　しかし、トラック運賃の実態は、この程度のマイ

ルドな低下にとどまらないといわれている。この日

銀による「企業向けサービス価格」の調査は、荷主

企業に対して運賃をアンケートする方式で行われて

いるために、必ずしも運賃の低下を正確に反映して

いないと批判されている。現状におけるトラック運

賃の実態は、この統計が示すよりも下落幅が激しい。

いずれにせよ、１９９０年代にトラック運賃は一方的に

下落をたどったのである＊３。

　２－２　トラック運送業者の経営状態の悪化

　規制緩和後、不況によって運ぶ貨物の需要が減少

し、さらに運賃は低落の一途をたどった。その結果、

トラック運送業者の営業収入は減少を余儀なくされ

た。このためにトラック運送業者の経営状態は徐々

に悪化している。

　Table 3は全日本トラック協会の『経営分析報告書』

に基づいて、最近におけるトラック運送業者の経常

利益率と黒字企業の割合を車両規模別にみたもので

ある。これによると、トラック運送業者全体の経常

利益率は、２００２年度に０．６％と低水準にある。車両

規模別に経常利益率をみると、保有台数が１０両以下

の事業者では、マイナスの状態が続いている。また

１１～２０両の階層でも、経常利益率が悪化しており、

２００２年度にはマイナスに転じている。

　また黒字企業の割合をみると、トラック運送業者

全体で６０％を割り込んでおり、年々黒字企業が減少

していることがわかる。特に車両規模が１０両以下の

零細事業者では、黒字企業の割合が５０％を割り込ん

でおり、赤字企業の多くなっている。こうしたこと

から、特に零細事業者の経営が一段と悪化している

ことが明らかになる。

　２－３　倒産の増加と経営負担の増大

　最近の特徴的な傾向として、トラック運送業者の

倒産件数が増加している。今までトラック運送業は、

経営状態が厳しさを増していながら、倒産に至る事

業者は比較的少なかった。これは貨物需要の減少に

応じて保有するトラック台数を減らす「減車」を行

って縮小均衡に努力したり、トラック運送業以外の

兼業によって赤字を補填したり、さらには資産を切

り売りしたためである。しかし、最近ではそうした

経営努力も限界に近づいている。このため、ついには

倒産するトラック運送業者が増加している。Table 4

は、最近におけるトラック運送業者の倒産件数と負

債総額が示されている。この表によれば、１９９０年代

前半はトラック運送業者の倒産件数は年間３００件台

であったが、１９９７年以降４００件台に達し、２０００年以

降は５００件を上回るようになっている。

　これに応じて負債総額も増加しており、とりわけ

２００１年には３，４５９億円に増大している。これは負債

額が１，７００億円に達する準大手のトラック運送業者

が経営破綻したためである。単に中小零細の事業者

だけでなく、経営規模の大きなトラック運送業者も

倒産に巻き込まれるようになっている。

　こうした状況に加え、今後トラック運送業者の経

営をさらに一段と圧迫する要因が存在している。一

つは、大気汚染の深刻化に伴う新たな規制として、

排ガス浄化装置（ＤＰＦ：ｄｉｅｓｅｌ ｐａｒｔｉｃｕｌａｔｅ ｆｉｌｔｅｒ）の設

置が義務付けられるようになった。ＤＰＦを車両に

装着するために費用１台当たり６０万円程度といわれ

ており、このためにトラック運送業者の経営には大

きな負担となる。

　さらには、後で詳しく論じるが、最近では大型ト

Ｍａｒｃｈ，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．１ （　）４７

規制緩和とトラック運送業の構造 ４７

Table 3　トラック運送業者の経営状態

黒字企業割合（％）経営利益率（％）

２００２２００１２０００２００２２００１２０００年度

５７６０６５　０．６　０．６　１．４全体

４７４８５４▲１．０▲１．３▲０．４１～１０

車
両
規
模
別

５４５９６４▲０．１　０．１　０．７１１～２０

６４６６７２　０．８　０．８　１．７２１～５０

７５７７７９　１．１　１．１　１．５５１～１００

７０７９８６　１．４　１．２　２．２１０１～

資料）全日本トラック協会『経営分析報告書』。

件数負債総額（百万円）年
３６９　３７，１０１１９９３
３７４　６５，３１５１９９４
３７２　５８，６１９１９９５
３７８　６３，０８３１９９６
４３６　８９，４２８１９９７
５７５　９５，４２７１９９８
４４８　７３，６８６１９９９
５２７　９５，５３５２０００
５５２３４５，９０５２００１

資料）帝国データバンク『全国企業倒産集計』。 

Table 4　トラック運送業者の倒産件数と負債総額

　＊３　例えば、実勢運賃でよく引き合いに出される東京－大阪
間の１０トン車の片道運賃でみると、１９９０年代初頭のバブ
ル経済期ピーク時に比べて、現状で２割ほど低下してい
るといわれている。『月刊ロジスティックス・ジャーナ
ル』Ｐ．１０、２００３年４月参照。



ラックによる交通事故が増加しており、それに対す

る安全対策の強化として、時速９０キロ以上の走行を

制限するスピードリミッターの着装が義務付けられ

ようになる。これは１台当たり２０万円程度のコスト

がかかるが、これによってもトラック運送業者は新

たなコスト負担を強いられる。

　環境問題と安全性の問題が顕在化することによっ

て、新たな社会的規制が実施されることになるが、

それによって発生する新たなコストを運賃へ転嫁す

ることが事実上不可能なことから、これらの新たな

規制がトラック運送業者の経営を一段と圧迫するこ

とになる。このため、今後さらに赤字の事業者が拡

大するとともに、倒産する事業者も増大するものと

考えられる。

　３．トラック運送業の構造と負の側面

　３－１　傭車下請け関係の拡大

　規制緩和によって一般貨物自動車運送業への新規

参入が相次いだが、新規参入の大部分はトラックの

保有台数の少ない零細事業者によるものである。実

際に、一般貨物自動車運送業は新規参入が相次いで

事業者数が急激に増えたが、その多くは零細事業者

によって占められている＊４。

　一般的にトラックの保有台数の少ない零細事業者

は、独自の営業努力で荷主企業の貨物を獲得するこ

とが困難である。荷主企業の信頼が得られないから

である。例えば、突発的な貨物輸送需要が発生した

場合などに、トラックの保有台数が多い経営規模の

大きい事業者のほうが機敏に対応してくれると荷主

企業は考えている。こうして経営規模の大きい事業

者は、荷主企業の信用度や信頼度が高い。逆に、零

細規模の事業者は独自に荷主企業の貨物を獲得する

ことは容易ではない。

　結果的に、零細事業者は、貨物が多く集まる経営

規模の大きいトラック運送業者の下請けにならざる

を得ない。これは一般に「傭車」と呼ばれる。下請

けを利用するトラック運送業者にとっても、車両の

調達やドライバーの雇用を節約することができるた

めに、傭車を使う経営上のメリットが大きい。

　このために、トラック運送業界では、以前から規

模の大きいトラック運送業者があたかも自社戦力の

ように零細事業者の車両とドライバーを使用する、

傭車下請け関係が広範囲にわたって形成されてきた。

規制緩和によって零細規模の事業者が次々と市場に

参入したことは、こうした傭車下請け関係がさらに

いっそう拡大されたことを意味する。

　３－２　過積載と過労運転

　トラック運送業者は、貨物の減少や運賃の低下な

どで競争が激しくなると、経営を維持するために無

理なトラックの運行を行う傾向がある。運輸業にお

いては運行の安全が前提であり、これを維持するた

めに行政によってさまざまな安全規制が課せられて

いる。トラック運送業者もこの安全規制を遵守する

義務を負っている。しかし、競争が激化して経営状

態が悪化している事業者は、これを無視して収益を

拡大するために無理な運行を行うことになる。

　その一つが、法定の車両重量を上回る貨物をトラ

ックに積載して運行する「過積載」である。道路を

走行するトラックは最大総重量があらかじめ決めら

れている。これからトラックの自重を引いたものが、

その車両の積載可能な貨物の重量となる。これを大

幅に上回る貨物を積載して運行すると過積載になる。

過積載は、トラック運送業者みずから過積載を行う

場合もあるが、荷主企業が立場の弱いトラック運送

業者に過積載を強要する場合もある。また傭車下請

け関係の中で、元請けのトラック業者から下請けの

トラック業者に強要される場合もある。

　さらに、トラック運送業者による無理なトラック

運行として問題になるのが、「過労運転」である。

営業収入を増やすためには、車両の回転率を上げる

必要がある。このためには、貨物を積載して連続的

な運行が行われる。このためトラックのドライバー

は夜間をいとわず連続した運転をすることになる。

運行の安全性を考慮して行政によって運転時間が規

制されているが、これを大幅に上回る違法な過労運

転が広く行われているのが実情である。

　過労運転はトラック運送業の経営者が従業員のド

ライバーに強要する場合もあるが、ドライバー自身

も、不況の影響を受けて低下している賃金をカバー

するために、積極的に受け入れる場合もある。また

傭車下請け関係がここでも影響をしており、過労運

転となる厳しい運行は、下請けのトラック運送業者

に回され、結果的に下請けのトラックドライバーが

過労運転をせざるを得ない場合もある。

　このようにトラック運送業界はもともと内在的に

過積載や過労運転を引き起こす体質を備えていた。

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．１ 平成１６年３月（　）４８

齊藤　実４８

　＊４　国土交通省の統計によると、２００１年３月末で特別積み合
わせ以外のトラック運送業者は保有台数が１０両以下で全
体の４８％を占め、さらに保有台数が２０両以下で全体の
７４％に達する。（『陸運統計要覧』より）



規制緩和後のトラック運送業における競争の激化は、

このトラック運送業内部の負の側面である過積載や

過労運転を促進することになったのである。

　３－３　交通事故の増大

　過積載や過労運転はトラック運行の安全性を脅か

すものである。しばしば大型トラックによる重大事

故の発生がマスコミで報じられるが、その原因が過

積載であったり、過労運転であったりする。実際に

トラック運送業者の運行する営業トラックが起こし

た交通事故は近年明らかに増加しており、大きな社

会問題となっている。

　Fig.1は営業用トラックと自家用トラックの交通

事故件数の動向を示したものである。トラック運送

業者が運行する営業トラックの事故件数は、自家用

トラックのそれと比べて少ないが、これはそもそも

走行しているトラック台数が自家用７００万台に対し

て営業用１０７万台と大きく異なるためである。しか

し、自家用トラックの交通事故件数は変動を繰り返

し全体的に横這い傾向にあるのに対して、営業用ト

ラックは１９９０年代から２０００年代初頭にかけて一貫し

て増加している。

　しかも、注目すべき点は１万台当たりの交通事故

件数である。これでみると営業用トラックと自家用

トラックの関係は逆転する。１万台当たりの交通事

故件数は、営業用トラックが自家用トラックをはる

かに上回っている。このことは、営業トラックのほ

うが交通事故を起こす確率の高いこと示している。

そして、営業用トラックの１万台当たりの事故件数

は、２０００年、２００１年に急増しており、この間に減少

している自家用トラックと著しい対照をなしている。

　先に述べたように、最近でもマスコミ等で大型ト

ラックが引き起こす重大事故の発生が報じられて、

社会的に大きな関心を呼んでいる。規制緩和と交通

事故の因果関係は、厳密に実証はされていないが、

規制緩和後に不況が深刻化して、事業者間の競争が

激化していく過程で、過労運転や過積載の違法行為

が繰り広げられて、その結果として交通事故の増加

に関連しているものと考えられる。

　４．規制緩和後の新業態の形成

　４－１　物流ニーズの変化

　規制緩和が行われた１９９０年代において、一般企業

の物流に対する取り組みが大きく変化していった。

トラック運送業者の顧客である荷主企業が、自社の

物流に対する取り組みを大きく変えることは、トラ

ック運送業者の新たな事業展開を生み出す重要な契

機となった。１９９０年代における荷主企業の物流に対

する取り組みの変化として、次の二点を指摘するこ

とができる。

　まず第一に、荷主企業はサプライチェーン・マネ

ージメント（ＳＣＭ：ｓｕｐｐｌｙ ｃｈａｉｎ ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）によ

る物流の効率化を追求した。すでにアメリカでは、

１９９０年代のはじめから、取引企業間で形成されるサ

プライチェーン（供給連鎖）を管理することで、企業

間にまたがった物流効率化を実現し、サプライチェ

ーン全体での在庫の削減、それによる物流コストの

削減、さらにはリードタイムの縮小などを達成して、

顧客満足度を高め、結果的に企業の競争力を強化す

る取り組みを繰り広げていた。

　不況に苦しむわが国の荷主企業も、１９９０年代の後

半以降にＳＣＭを掲げて自社の物流効率化に積極的

に取り組んでいった。特に１９９０年代末から２０００年代

初めにかけては、一般の企業がこぞってＳＣＭを取

り入れようとして、ＳＣＭブームが生じた。ただし、

わが国の企業が取り組んでいるＳＣＭは、必ずしも

本来の意味での取引企業間にまたがる取り組みでは

なく、一企業内にとどまっている。一企業内の調達

から製造、販売の全体的なプロセスを統合して、無

駄な在庫を極力排除し、効率化を実現しようとする

ものがほとんどである。

　第二に、一般の企業は物流のアウトソーシング

（ｏｕｔｓｏｕｒｃｉｎｇ：外部委託）を積極的に押し進めた。こ

れは企業の経営戦略の一つとして、自社のコア・コ

Ｍａｒｃｈ，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．１ （　）４９
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出典）警察庁の資料より。
Fig. 1　トラックの交通事故件数と１万台当たり事故件数
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ンピタンス（ｃｏｒｅ ｃｏｍｐｅｔｅｎｃｅ：中核的能力）に経営資

源を集中的に投入して、それ以外はアウトソーシン

グする。全体として企業の競争力を高めようとする

企業行動の一環であった。特に不況時においては、

できるだけ資本を節約して、少ない資本で利潤を拡

大することが求められた。企業は物流部門に関して

従来多かれ少なかれ輸送や保管を物流業者へ委託し

ていたが、物流システムの中核となる物流センター

や流通センターは、自社で所有して管理運営するケ

ースが多かった。しかし、資本を節約するためには、

こうした部門もアウトソーシングすることになる。

　４－２　サードパーティ・ロジスティクス

　最近において物流業者の新たな事業展開として注

目されているのが、サードパーティ・ロジスティク

ス（３ＰＬ：ｔｈｉｒｄ ｐａｒｔｙ ｌｏｇｉｓｔｉｃｓ）である。サードパー

ティとは、荷主でなく運送業者でもない、両者に介

在する「第三者」を意味する。もともと規制緩和を

先行させていたアメリカでは、トラック運送業やフ

ォワーダー（荷主から貨物運送の委託を受けて、実

際の輸送を他の実運送業者に任せる利用運送業のこ

と）部門の規制緩和を受けて、１９８０年代後半からこ

うした新たなタイプの物流業者が出現して、荷主企

業の物流を担うようになった。

　わが国でも荷主企業の物流アウトソーシングの傾

向が顕在化するとともに、トラック運送業者の間で

規制緩和の競争激化に対応して、事業展開を差異化

する一つの具体的な形態として、３ＰＬを展開する事

業者が増えている。その意味で３ＰＬは、規制緩和後

の競争状態が生み出した新たな事業の形態である。

　３ＰＬは、一般の企業の物流システムを効率化する

ために、企業に代わって物流システムを管理・運営

する。このためには、対象となる企業の物流の効率

化をはかるためにコンサルティング機能を持ち、具

体的な物流システムの改善を企画し提案する。そし

て実際の物流業務において必要な作業は、自社の能

力を当てる場合もあるし、場合によっては他の物流

業者を積極的に活用してニーズに応じた物流業者の

選択を行う。こうしてコンサルティング能力を備え

て、荷主企業に代わって効率的な物流システムを構

築して運営管理する新たなタイプの事業展開が、３

ＰＬである。

　３ＰＬは、みずから輸送や保管の能力を有している

アセット型と、これら能力は保持しておらず、必要

に応じて外部の物流業者に委託するノンアセット型

がある。前者のアセット型の事業者は、トラック運

送業者や倉庫業者がその典型であり、従来保持して

いた輸送能力や保管能力を利用して、荷主企業の物

流システムに取り組んでいる。これに対して、ノン

アセット型の典型が商社である。ノンアセット型は

自社の能力にとらわれずに、荷主企業の物流システ

ムの必要に応じて最適な輸送や保管能力を外部から

自由に調達することができる。このためノンアセッ

ト型は弾力的に荷主企業の物流システムの効率化を

達成できるものと考えられている。

　さらに、わが国において特徴的なものが、物流子

会社による３ＰＬである。わが国では特にメーカーを

中心として、多くの物流子会社が設立され、親会社

の物流の実際の業務を遂行してきた。もともと物流

子会社の機能は、親会社から発生する貨物を輸送す

るために、トラック運送業者を手配することが主た

る業務であった。これは荷主企業と運送業者の間に

介在する第三者であり、その意味で、もともと物流

子会社はサードパーティの性格を本来持っていた。

最近では、物流子会社も自立することを親会社から

強く求められているために、親会社だけでなく他の

企業の物流業務を取り組む３ＰＬを積極的に展開する

ようになっている。

　５．むすびにかえて

　１９９０年に施行された物流２法は、２００２年に「鉄道

事業法」を加えていわゆる物流３法として改正され、

２００３年４月から施行された。１０年以上の期間をおい

て改正された「貨物自動車運送事業法」では、経済

的規制のさらなる緩和として、従来の営業区域規制

を廃止するとともに、運賃も事前届け出制から事後

の届け出制に変更された。これによって、経済的規

制の縛りは一段と緩くなり、トラック運送業者の自

由な事業展開が促進されている。その反面で、同法の

改正では、元請けが下請けの運行責任を持つことが

明確化されたり、安全性を阻害する違法行為を監視

する適正化事業機関の権限が強化されたりしている。

　２１世紀に入ってのこうした改正は、規制緩和の時

代であった１９９０年代のトラック運送業の経過をふま

えたものである。さらなる規制緩和はわが国の基本

的な方針であるが、規制緩和による競争の激化がも

たらした負の側面を改善するために、経済的規制の

いっそうの緩和とは対照的に社会的規制が一段と強

化されている。

　すなわち、１９９０年代の過程は一方で経済的規制の

緩和が進展し、他方で不況が深刻化することによっ
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て、トラック運送業では事業者間の競争が激化し、

それによって従来トラック運送業界が構造的に抱え

ていた負の側面が顕在化したのであって、それに対

する是正の必要性に迫られたのである。

　本論では、最低車両台数の削減など１９９０年代に実

施されたトラック運送業に対する規制緩和が、新規

参入を加速して、おりしも深刻な不況が貨物需要を

減退させた結果、トラック運送業者間の競争が一段

と激しくなり、それがトラック運送業者の経営を圧

迫して、倒産が増加している現状を明らかにした。

　それだけでなく、競争の激化は、傭車下請け関係

が新規参入の増加によって拡大する中で、一部にお

いて過積載や過労運転を発生させる要因となり、さ

らには、これらを背景として大型トラックによる重

大事故が増加することになった。こうして、規制緩

和後トラック運送業界における負の側面が顕在化し

ている。

　しかしながら、競争による新しい物流サービスの

普及も進んでいる。不況に苦しむ荷主企業は、ＳＣＭ

に象徴されるように効率化した物流システムを求め

ている。これに対応して一部のトラック運送業者に

よって提供されているのが３ＰＬである。これはコン

サルティング機能を備えて、トラック輸送だけでな

く複合的な物流サービスを提供することによって、

単純な運賃の引き下げによる価格競争をくりかえす

他のトラック運送業者に対して差違化をはかるもの

である。

　２００３年に施行された物流３法改正で今後トラック

運送業界のさらなる競争激化が予想される。これに

加えて今後トラック運送業者の経営には新たな負荷

が加わる。環境問題の激化に対応して大気汚染を緩

和するために、排ガス除去装置の設置が義務付けら

れ、その装着のためのコスト負担や新しい車両の代

替による大幅なコスト負担が予想される。それだけ

でなく、大型トラックによる交通事故の増加に対応

して安全性を確保するためにスピードリミッターの

設置も義務付けられる。このためのコスト負担も新

たに加わることになる。

　このように、トラック運送業界が従来負担を回避

してきた社会的費用の一部を新たに負担することに

より、トラック運送業者の経営はさらなる大きな圧

迫を受けることになる。規制緩和に加えてこうした

負担の増加は、トラック運送業界の今までにない変

革と業界再編成をもたらす可能性も秘めている。
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